
 
 

戸田市開発許可申請書等の作成要領 
令和５年９月１日 

１ 開発行為許可申請（都市計画法施行規則別記様式第二） 
開発行為の許可を受ける場合は、「開発行為許可申請書」に次の図書を添付して戸田市に２部（正・副）

提出してください。 
 
添付書類 

書類の名称 様式 説明 備考 

１ 委任状  申請手続等を代理者が行う場合に
添付する 

 

２ 理由書  申請理由を明確に記載する 市街化区域内の場合は不要 

３ 公共施設の管理に
関する協議書 

 新たに設置される公共施設の設計
及び工事方法等並びに新たに設置
される公共施設の帰属、管理及び従
前の公共施設の帰属について作成
する 

都市計画法第32条第1項に基づく
もの。新設する公共施設が存在しな
い場合も必要となる。 

（３２条協議において「新設無し」とし
て協議書を取り交わすこと。） 

４ 公共施設の管理に
関する同意書 

 開発行為の計画に関係がある公共
施設の管理者の同意書 

３と同様 
・国県道及び河川に接する場合は、
関係する公共施設管理者の同意
書も併せて添付する必要有 

５ 設計説明書 １ 
号 

 市規則第２条第１項１号 

６ 土地登記簿謄本 
（土地登記全部事項証
明書） 

 ・申請時以前３ヶ月以内のもの 
・「権利部（甲区）」、「権利部（乙部）」及び
「共同担保目録」が存在する場合はその
内容が掲載されているものとする 

・商業登記法第11条の規定に基づき、
法務局で取得した書面を添付 
（コピーは不可） 

７ 土地の権利者の同
意書 

 所有権、抵当権、賃借権等の当該開
発行為の妨げとなる権利を有する者
の同意書（法人の場合は登記事項
証明書（資格証明書）も添付する） 

都市計画法第33条第1項第14号 
※所有権者と申請者が同一でかつ、
抵当権等が設定されていない場
合は不要 

８ 建物登記簿謄本 

（登記全部事項証明書） 

 ・申請時以前３か月以内のもの 
・「権利部（甲区）」、「権利部（乙部）」及び
「共同担保目録」が存在する場合はその内
容が掲載されているものとする 

６と同様 
※申請時に、開発区域内に建築物・工作
物が存在しなければ不要 

９ 工作物の権利者の
同意書 

 所有権、抵当権、賃借権等の当該開
発行為の妨げとなる権利を有する者
の同意書（法人の場合は登記事項
証明書（資格証明書）も添付する） 

都市計画法第33条第1項第14号 
※所有権者と申請者が同一人でか
つ、抵当権等が設定されていない
場合には不要 

※申請時に、開発区域内に建築物・工作
物が存在しなければ不要 

10 印鑑登録証明書  ７、９の書類に押印した印の印鑑登録
証明書（申請時３ヶ月以内のもの） 
申請者、土地及び工作物の所有者が同一
人の場合、申請者の印鑑登録証明書を添
付すること 

市規則第２条第２項２号 



 
 

書類の名称 様式 説明 備考 

11 資金計画書  収支計画、年度別資金計画書 
（処分収入を見込まないもの。公告
前の建築等承認申請を行う場合は
建築物等の工事費も記入する） 

都市計画法施行規則第16条第5項 

 

12 残高証明書   ※資金計画が自己資金の場合に必要。 

13 融資証明書   資金計画が借入金の場合に必要 
（住宅金融公庫融資の場合は公庫
申込書及び事業承認書） 

14  申請者の業務経
歴書 

 申請者が法人の場合は法人登記簿
を添付する 

市規則第２条第２項 

15  前年度の申請者
の納税証明書 

 法人の場合は法人税、個人の場合
は所得税（納税額用及び所得金額
用及び未納の税額の無い証明用） 

市規則第２条第２項 
（その１）から（その３）まで 

1 6  工 事 施 行 者 の 
建 設 機 械 目 録、 
建設業許可書の写し、
技術者名簿及び
工 事 経 歴 書 

 提出書類により工事施行者の住所（所在
地）が確認できない場合には、住所（所在
地）が確認できる資料（法人登記簿等）を
左記の書類の他に追加すること。 

市規則第２条第２項 

17  設計者の資格に
関する書類 

２ 
号 

卒業証明書又は資格証明書の写し 
（開発区域の面積が１ha以上の場 
合に必要） 

市規則第２条第１項 

18 工場に関する報告
書 

  ※予定建築物が工場以外の場合は不要 

19 申請地現況写真  ２方向以上とする 

（敷地内に現存する建築物等が確
認できるように写真に収めること） 

 

20 その他  市長が必要と認める書類 例：法第３４条各号に関する書類（別
表のとおり） 

 



 
 

図面 

図面名称 標準縮尺 明示する事項 備考 

開 発 区 域 
位 置 図 

1／10,000 
以上 

①施行地区（朱書） 
 

都市計画図 

開 発 区 域 
区 域 図 
（ 案 内 図 ） 

1／500 

以上 

①方位 
 

１筆ごとに地番を
記入 

公 図 写 
1／600 

以上 

①区域（朱書） 
 

・商 業 登 記 法 第
11条の規定に基づ
き、法務局で取得し
た書面を添付（コピ
ーは不可） 

現 況 図 
1／500 

以上 

①方位 
②施行地区及び工区の境界（朱書） 
③ＢＭ位置と高さ 
④施行の妨げとなる権利を有するものの工作物等 
⑤令第28条の2第1号に規定する樹木又は樹木の
集団及び同条第2号に規定する切土又は盛土を
行う部分の表土の状況 

標準として宅地境
界線が読めるもの 
 
⑤は、規模が１ヘク
タ－ル以上の開発
行為について記載
する 

求 積 図 
1／500 
以上 

①敷地面積、建築面積、延べ面積 
②実測図による三斜法、座標計算又はCAD求積 

※２ 

土 地 利 用 
 

計 画 図 

1／500 

以上 

①方位 
②公共施設(道路(茶)、排水施設(青)、公園(緑)
等） 

③予定建築物の配置 
④予定建築物の用途 
⑤公益的施設の位置 
⑥樹木又は樹木の集団の位置並びに緑樹帯の位置 

※２ 

造 成 

 
計画平面図 

1／500 

以上 

①方位 
②施行地区及び工区の境界（朱書） 
③宅地の境界、建築計画が決定している場合はその
位置、形状 

④縦横断線位置と符号 
⑤各ブロック計画高及び道路主要点の計画高 
⑥ＢＭ位置及び高さ 
⑦切土(黄)又は盛土(茶)をする土地の色分け 
⑧凡例 
⑨がけ・擁壁の位置、種別、寸法並びに構造図及び
凡例との照合記号 

⑩道路の位置、形状、幅員延長 
⑪広場その他の公共の用に供する空地の位置及び
形状（緑書） 

⑫道路中心線とその測点番号 
⑬消防水利の位置及び構造 

⑨～⑬該当しない場
合は不要 

排 水 施 設 
計画平面図 

1／500 
以上 

①方位 
②排水施設の位置、種別、形状、材料、内のり寸法、
こう配延長及び流れ方向並びに吐口の位置及び
放流先の名称 

※２ 



 
 

図面名称 標準縮尺 明示する事項 備考 

③場内外の集水状況を示す流水の方向 
④集水系統ブロック別の色分け(淡色)及び流量計
算書との照合記号 

⑤放流先排水路の断面及び寸法 
⑥凡例 

給 水 施 設  
計画平面図 

1／500 

以上 

①方位 
②伏設図 
③管径(内のり) 
④取水状況 
⑤消火栓 

※２ 

➄該当しない場合は不
要 

道路横断図 
1／20 
以上 

①路面路盤 
②雨水桝及び取付管 
③道路側溝の位置 
④埋設管の位置 

道路を新設しない場合
は不要 

排 水 施 設 
構 造 図 

1／50 
以上 

①排水施設構造詳細図（開きょ、暗きょ、落差工、 

人孔、雨水桝、吐口等） 

※２ 

計 画 
縦 断 面 図 

 
（道路排水） 

H=1／100 
 

L=1／500 

①測点 
②単距離 
③追加距離 
④地盤高 
⑤計画高 
⑥こう配 
⑦ＤＬ線 
⑧地盤高(細線)、計画高(太線)をプロットしたもの 
⑨切土(黄)、盛土(茶)別の色分け 
⑩人孔の記号種類、位置、管径、土被り、管低高 

測定距離は 
標準として 
20ｍとする 

造 成 計 画 
横 断 面 図 

H=1／100 
 

L=1／500 

①測点番号 
②縦断線位置及び記号 
③地盤高状況(細線)及び土質種別 
④計画高状況(太線で記入し各ブロックの計画高を
合わせて記入) 

⑤切土(黄)、盛土(茶)別の色分け 
⑥土羽こう配 
⑦計画構造物 

 

がけの断面
図（地形上
必要な場
合） 

1／50 

①がけの高さ、こう配 
②土質（土質の種類が２以上であるときは、それぞれ
の土質及びその地層の厚さ） 

③切土、盛土をする前の地盤面 
④がけ面の保護の方法 

擁壁を設置しない場合
は不要 

形状及び寸法 



 
 

図面名称 標準縮尺 明示する事項 備考 

擁壁構造図
（擁壁の設置
が必要な場
合） 

1／50 

①練石積擁壁構造について 
ア 擁壁のりこう配及び高さ 
イ 石材寸法 
ウ 裏込コンクリ－トの品質、寸法 
（天端、地盤面、基礎位置） 

エ 基礎構造、材料、品質、寸法 
オ 透水層の位置及び寸法 
カ 擁壁を設置する前後の地盤状況及び土質並び
に天端盛土、土羽こう配の高さ 
キ 水抜孔の位置、材料及び内径寸法 

②鉄筋コンクリ－ト擁壁構造について 
ア 擁壁寸法（正面図、平面図、断面図等の作成） 
イ 使用コンクリ－ト品質 
ウ 鉄筋寸法及びかぶり寸法（配筋図） 
エ 施行目地及び伸縮目地の位置構造及び寸法 
オ 基礎構造の種別及び寸法 
カ 透水層の位置寸法 
キ 擁壁を設置する前後の地盤及び土質 
（天端より土羽を打つ場合は、そのこう配及び寸法） 
ク 水抜孔の位置、材料及び寸法 

③無筋コンクリ－ト擁壁その他 
構造は①及び②に準ずるものとする。 

擁壁を設置しない場合
は不要 

公共施設の 
新旧対照図 

1／500 

以上 

①方位 
②開発区域の境界(朱書) 
③既存、廃止、新設の公共施設の位置及び対 
照番号、色分け 
(1)既存道路(黒)水路(空) 
(2)廃止道路、水路(黄) 
(3)新設道路(茶)水路(青) 

実測図により道路水
路別を記入する 
※現況として開発区
域内に公共施設
が存在する場合に
必要 

計 算 書  
①構造計算（擁壁を新設する場合） 
②雨水及び汚水流量計算（※２） 
③その他必要な計算書 

 

予定建築物 
の平面図・ 
立面図 

1／100 

①建築面積、延べ面積、建蔽率、容積率、 ※造成の計画の場合は
不要 

※２ 

その他の 
図書 

 

①工事計画、特に土木計画（土取り、土捨場を含む。）
と工期（雨期）の関連性及び地質、地盤の状況並びに
土留施設、排水施設流末処理工等の計画 

②防災計画並びに防災措置体制の具体的計画 

 

 
※１大規模な開発の場合は、平面図関係を縮尺１／2000以上にすることができます。 
※２戸田市宅地開発事業等指導条例に該当する場合、事業計画事前協議書に添付した図書と同じの図書を使用すること。 



 
 

別表法第３４条各号に関する書類 
 

号 内容 図書の名称 説明 

第
１
号 

日 用 品 店 舗 等 

１ 事業計画書  

２ 取引証明書 取扱商品等の仕入先の印鑑証明書付取
引証明書 

３ 資格証明書 資格又は免許等を要する場合には免許
証等の写し 

４ 立地状況調書 
申請地から半径500メ－トル（または1キロ

メ－トル）以内の住宅戸数及び同業種の
有無を明記する 

第
２
号 

鉱物資源の開発に係
る 場 合 

１ 鉱業権等に関する図書  

２ 納税証明書 鉱区税 

３ 資格証明書  

４ 公害防止関係図書  

観光資源の有効利用
に 係 る 場 合 

１ 地元の観光開発計画等に関す
る図書  

第
４
号 

農 林 漁 業 用 施 設 

１ 経営計画及び技術計画に関す
る図書  

２ 農産物等の集出荷及び貯蔵
に関する図書  

第
５
号 

中小企業の事業の共

同 化 施 設 等 

１ 事業の概要を説明する図書  

２ 助成事業の対象であることを
証する図書  

３ 共同化又は集団化された組合
等の定款  

第
６
号 

既存工場との関連施
設 

１ 生産工程表  

２ 密接な関連及び質的改善に
関する図書  

３ 図面（1/100～1/500） 既存施設（工場等）の状況図 

第
７
号 

火 薬 庫 

１ 取扱い品目説明書及び貯蔵
量証明書  

２ 資格証明書  

第
８
号 

ド ラ イ ブ イ ン 等 

１ 事業計画書  

２ 立地状況調書 既存の同業種の位置等を明記する。
（1/2500の地形図等を使用） 

３ 取引証明書 
（ドライブインの場合） 

取扱商品等の仕入先の印鑑 
証明書付取引証明書等 

４ 図面（1/50） 
（ガソリンスタンドの場合） 

油水分離槽の構造図 



 
 

号 内容 図書の名称 説明 

第
８
号
の
２ 

集落地区計画区域内
における当該計画に適
合 す る も の 

１ 申請地が集落地区計画区域
内に存することを証する図書 

 

２ 申請内容が当該集落地区計
画に適合することを証する図書 

 

第
９
号

既 存 権 利 
１ 既存権利を有していたことを証
する書類 

 

第 

１
０ 

号   

ロ   

（
例
示
） 

二 、 三 男 等 の 
分 家 の 場 合 

１ 戸籍謄本 申請者と土地所有者との関係が明確なもの 

２ 住民票謄本 申請者及び本家について添付する。 

３ 借家証明書 借家借間の賃貸借契約書及び家屋所在証明書 

４ 本家の所有する土地の状況を 固定資産課税名寄帳等 

公 共 事 業 に 伴 う 
移 転 の 場 合 

１ 事業施行者の発行する収用証
明書 

従前地の敷地面積及び建築面積等が明
記されているもの 

集 会 所 の 場 合 １ 集会所であることを証する書類 自治会の議事録等 

自動車修理業の場合 

１ 立地状況調書 
同業種の有無を明記する。 
（1/2500の地形図等を使用） 

２ 資格証明書 整備士免許 

３ 図面（1/50） 油水分離槽の構造図 

４ 事業計画書  

既 存 集 落 内 
建 築 物 の 場 合 

１ 借地、借家証明 従前の土地、建物の借地、借家証明書等 

２ 住民票謄本  

３ 連たん図 1/2500の地形図等を使用 

 
 

２ 開発行為の変更許可申請（市規則第９号様式） 

工事完了の公告前に開発行為の変更を行う場合は、許可を必要とします。この許可を受ける場合は、「開発

許可事項変更許可申請書」に変更箇所が確認できる図面（新旧）を添付して戸田市に２部（正・副）提出し

てください。（法第３５条の２） 

 

３ 開発行為の軽微な変更の届出（市規則第１０号様式） 

規則第２８条の４の規定に該当する軽微な変更を行った場合は「開発許可事項変更届出書」に変更箇所が

確認できる図面（新旧）を添付して戸田市に２部（正・副）提出してください。（法第３５条の２） 

 



 
 

４ 公告前の建築等承認申請（市規則第１１号様式） 

開発許可を受けた開発区域内の土地で、工事完了公告前に建築物を建築又は第一種特定工作物を建設

する場合は、承認を必要とします。この承認は開発行為の工事の進捗状況からみて、許可権者が支障ないと

認めた場合に限ります。（法第３７条） 

この承認を受ける場合は、「公告前建築等承認申請書」次の図書を添付して戸田市に2部（正・副）提出し

てください。 

 

添付図書 

図面名称 標 準 縮尺 明示する事項 備考 

位 置 図 1／10,000 申請地の位置（朱書） 
 

土地利用計画図 1／500 敷地の位置（朱書） 
 

配 置 図 1／100 方位、建築物の位置 
 

確 定 測 量 図 1／250 敷地の位置(朱書) 
 

工 事 進 捗  
状 況 報 告 書 -  

工程表、写真等を添付 

※開発行為許可申請の際に添付した資金計画書に建築物又は第一種特定工作物の工事費が含まれてい
ない場合は、新たに資金計画書、残高証明書及び融資証明書を添付してください。 

 

５ 建築物の特例許可の申請（市規則第１２号様式） 

市街化調整区域における開発行為でその許可があった際、建蔽率、高さ等が制限されたものにつき、その

制限外で建築物を建築する場合は、許可を受けることを必要とします。（法第４１条第２項ただし書） 

この許可を受ける場合は、「建築物特例許可申請書」に次の図書を添付して戸田市に２部（正・副）提出し

てください。 

 

添付図書 

図面名称 標 準 縮尺 明示する事項 備考 

位 置 図 1／10,000 申請地の位置（朱書）  

土 地利用計画図 1／500 敷地の位置（朱書）  

配 置 図 1／100 方位、建築物の位置  

建 築 物 平 面 図 1／100 方位、建築物の位置  

建 築 物 立 面 図 1／100 二面以上  

その他許可権者が 
必要と認める図書 

   



 
 

６ 予定建築物等以外の建築等許可申請（市規則第１３号様式） 

開発許可を受けた開発区域内で、工事完了の公告後、予定建築物以外の建築物等の建築等を行う場合

は、許可を必要とします。（法第４２条第１項） 

この許可を受ける場合は、「予定建築物以外の建築物等許可申請書」に次の図書を添付して戸田市に２

部（正・副）提出してください。 

 
添付図書 

図面名称 標 準 縮尺 明示する事項 備考 

位 置 図 1／10,000 申請地の位置（朱書）  

土 地 利 用 計 画 図 1／500 敷地の位置（朱書）  

配 置 図 1／100 方位、建築物の位置  

そ の 他 許 可 権 者 
必 要 と 認 め る 図 書 

   

 

７ 建築行為等許可申請（規則別記様式第九） 

市街化調整区域内で開発行為を伴わないで建築物又は第一種特定工作物の新築等をしようとするときは

許可を受けることが必要です。許可を受ける場合は、「建築物の新築、改築若しくは用途変更又は第一種特

定工作物の新設許可申請書」に次の書類を添付して戸田市に２部（正・副）提出してください。（法第４３条） 

 
添付書類 

書類の名称 様式 説明 関係条文 

建築物の新築、改築若しくは
用途変更又は第一種特定工
作 物 の 新 設 許 可 通 知 書 

２２号 申請書の２部のうち１部に添付 
市規則第１２ 
条第９号 

土 地 の 登 記 簿 謄 本 
又 は 契 約 書 

 

既存権利の届出をした者は、そ
の届出をした際に提出した土地
登記簿謄本又は契約書と同様
のものを添付する。 
なお、届出をした後に農地法第
４条の許可があった場合には、そ
の証する書類も提出する。 

法第３４条第９号 
規則第３４条第２項 
※土地の登記簿謄本は、
商業登記法第11条の
規定に基づき、法務局で
取得した書面を添付 
（コピーは不可） 

そ の 他 許 可 権 者 が 
必 要 と 認 め る 書 類 

 

工場の場合には、工場に関する
報告書を提出する。その他、開
発行為許可申請添付書類に準
じる。 

市規則第２条 
第２項第５号 

 



 
 

図面 

図面名称 標 準 縮尺 明示する事項 備考 

附 近 見 取 図 
（ 位 置 図 ） 

1／10,000 位置（朱書）  

敷 地 現 況 図 1／500 

(1)敷地の境界 
(2)建築物の位置 
(3)排水施設の位置 
(4)吐口の位置 
(5)がけ擁壁の位置 
(6)道路幅員 
(7)排水系統 
(8)予定建築物の配置 

 

公 図 写 1／600 

(1)方位 
(2)隣地の地番 
(3)区域（朱書） 
(4)地番、地目 

商業登記法第11条の規定
に基づき、法務局で取得した
書面を添付 
（コピーは不可） 

擁 壁 の 構 造 図 1／50 材料、こう配、寸法  

予 定 建 築 物 の 
平 面 ・ 立 面 図 

1／100 建築面積、延べ面積、建蔽率、容積率 立面図は、二面以上 

 

８ 地位の承継承認申請（市規則第２４号様式） 

開発許可を受けた者から当該開発区域内の土地の所有権その他当該開発行為に関する工事を施行する

権原を取得し、その地位を承継する場合は、承認を必要とします。（法第４５条）この承認を受ける場合は、「開

発許可地位承継承認申請書」に次の図書を添付して戸田市に２部（正・副）提出してください。 

（１）開発行為に関する工事を施行する権原の取得を証する書類 

（２）申請者の業務経歴書及び申請者が法人の場合は前年度の法人税の納税証明書、個人の場合には

前年度の所得税の納税証明書 

（３）その他許可権者が認める図書 

 

９ 開発登録簿の写しの交付申請（市規則第２６号様式） 

開発登録簿の写しの交付を請求する場合は、「開発登録簿写し交付申請書」を許可権者に提出してくださ

い。（法第４７条第５項） 



 
 

１０ 開発行為又は建築等に関する証明書の交付請求（市規則第２７号様式） 
建築確認申請をするときには、開発行為又は建築等に関する証明が必要な場合があります。 

この場合「開発行為又は建築等に関する証明願」に次の図書を添付して戸田市に２部（正・副）提出してくだ
さい。（省令第６０条、市規則第１６条） 

添付書類 

書類の名称 説明 備考 

土 地 の 登 記 簿 謄 本 
借地の場合は 
契約書も添付する。 

商業登記法第11条の規定に基
づき、法務局で取得した書面を
添付（コピーは不可） 

理 由 書 具体的に記入すること。  

そ の 他 許 可 権 者 が 
必 要 と 認 め る 書 類 

農家証明書、換地証明書  

図面 

図面名称 標 準 縮尺 明示する事項 備考 

開発区域位置図 1／10,000 位置（朱書） 都市計画図 

公 図 写 1/600以上 

(1)方位 
(2)隣地の地番、地目 
(3)区域（朱書） 
(4)地番、地目 

商業登記法第11条の規定に基
づき、法務局で取得した書面を
添付（コピーは不可） 

求 積 図 1/500以上 
求積表 
（敷地面積、建築面積、延べ面積） 

 

建

築

物 

配 置 図 1/100以上 
(1)道路種別（公道、私道） 
(2)道路幅員 

 

平 面 図 1/100以上 
建築面積、延べ面積、 
建蔽率、容積率 

 

立 面 図 1/100以上 二面以上  

 

１１ 既存権利の届出（市規則第６号様式） 

既存権利の届出をする場合は、「既存権利届出書」に次の図書を添付して戸田市に２部（正・副）提出して

ください。（法第３４条第９号） 

（１）土地の登記簿謄本又は契約書 

(２）届出にかかる土地が農地である場合は、農地法第５条又は第７３条の許可があったことを証する書類 

 

１２ 工事着手の届出（市規則第３号様式） 

開発行為に関する工事に着手した場合は、すみやかに「工事着手届出書」を戸田市に２部（正・副）提出す

る必要があります。（市規則第３条第１項第１号） 

なお、開発工事現場には、開発行為の許可標識（市規則第４号様式）を見やすい箇所に表示し、あわせて

設計図書を備えてください。（市規則第３条第１項第２号・３号） 

 

１３ 中間検査の依頼（市規則第５号様式） 

開発行為に関する工事が指定工程に達した場合において、市長が必要と認める場合には、「中間検査依

頼書」に位置図、土地利用計画図等を添付して戸田市に２部（正・副）提出してください。



 
 

１４ 工事完了の届出（規則別記様式第四） 

開発行為に関する工事を完了した場合は、「工事完了届出書」に次の図書を添付して戸田市に２部（正・

副）提出する必要があります。 

添付図書 

図面名称 標 準 縮尺 明示する事項 備考 

公 図 の 写 し 1／600 区域（朱書） 

市規則第８条第１号 
商業登記法第11条の規定に基づ
き、法務局で取得した書面を添付
（コピーは不可） 

地 番 表 -  
許可を受けた区域を分筆・合筆し
ない場合は不要 

完 了 写 真 -  市規則第３条第１項第５号 

公共施設を表示し
た平面図（土地利
用 計 画 図 ） 

1／500 

(1)区域（朱書） 
(2)公共施設（道路、排水施設等） 
(3)予定建築物の敷地形状 
(4)予定建築物の用途 
(5)公益的施設の位置 
(6)方位 

市規則第８条第２号 

確 定 測 量 図 1／250 区域（朱書） 市規則第８条第４号 

※工事完了届に、公図の写し、確定測量図を添付することで、開発行為に伴い分筆した地番等を確認するこ
とができるため、予定建築物等の敷地の分合筆に係る変更届等は不要とする。 

 

１５ 公共施設工事完了の届出（規則別記様式第五） 

開発行為に関する工事のうち公共施設に関する部分の工事を完了した場合は、「公共施設工事完了届出

書」に必要な図面等を添付して戸田市に２部（正・副）提出する必要があります。 

 

１６ 開発行為に関する工事の廃止の届出（規則別記様式第八） 

開発行為に関する工事を廃止した場合は、すみやかに「開発行為に関する工事の廃止の届出書」を戸田

市に２部（正・副）提出する必要があります。 

この場合、開発許可通知書並びに当該工事により損なわれた公共施設の回復計画及び必要な災害防止

計画を示す図書を添付してください。 

 
（附則） 

この要領は平成１４年４月１日から施行する。 

（附則） 

この要領は平成２８年１月１日から施行する。 

（附則） 
この要領は平成３０年５月１日から施行する。 

（附則） 
この要領は令和５年９月１日から施行する。 


